
本書は中小企業者の方が中小企業施策をご利用になる際の手引書として､ 経営､ 財務､
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お問い合わせは TEL：076-267-8081
FAX：076-267-8090
URL：http://www.irii.go.jp/
E-mail：sidou@irii.go.jp

１. 技術相談・指導を行います｡
企業が抱えている技術的な問題点を解決するため､ 次のような ｢相談・指導｣ を行います｡

１� 新産業創造に対応する技術支援
① 企業の技術者が工業試験場での研究・試作・分析などの業務に参画し､ 研究開発や試作のノウハ
ウ､ 評価・分析技術を習得する ｢モノづくり技術高度化開発指導｣

２� 既存産業の高度化支援
① 豊富な知識と経験を有する技術アドバイザーが現地に出向き､ 生産技術､ 新技術､ 製品開発など
の技術的支援を行う ｢技術アドバイザー指導｣
② 工業試験場研究員や専門家等を企業に集中的または長期間にわたって派遣し､ 製品開発における
技術的課題の解決などの支援を行う ｢研究員等派遣指導｣
③ 技術移転した研究成果について､ 生産体制の確立に向けた支援を行う ｢技術移転フォローアップ
推進指導｣
④ 各産地へ工業試験場職員が出向き､ 技術相談に応じる ｢拠点技術指導｣､ ｢巡回技術指導｣
⑤ 企業の緊急的な技術課題について技術相談に応じる ｢簡易技術指導｣
⑥ 九谷焼産地の活性化と近代化を図るため､ 陶磁器全般にわたる技術課題の討議や生産技術の指導

３� 社会的課題の技術的解決
① 中小企業が行うリサイクル製品や環境計測や浄化のための装置等環境開発関連製品を開発支援す
るための指導
② 福祉関連機器やユニバーサルデザイン製品を開発支援するための指導

���
���
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ものづくり支 援
(石川県工業試験場)

工業試験場では､ モノづくり支援センターを整備し､ 企業の技術開発､ 製品開発などを支援する
｢企業のための試験室・実験室｣ として開放しています｡

1.前培養 (10mＬ容器)

34℃で約半日培養
2.中間培養 (0.5Ｌ容器)

34℃で約１日培養
3.大量培養 (10Ｌ容器)

34℃で約２日培養

4.高速遠心分離

冷却しながら１分
間に7,000回転で
高速遠心分離

5.乾燥保護剤添加

スキムミルク等
6.凍結乾燥

真空で凍結乾燥
7.担体と混合

微生物製剤の拡大写真 (×200)

研究員等派遣指導例 微生物製剤の大量生産技術
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２. 研究開発を行います｡
企業や大学との共同研究を積極的に進め､ その成果を広く業界に普及し､ 技術振興に役立てます｡

１� 業界のニーズに応える生産技術や､ 新分野開拓に必要な技術の開発
２� 国内外の研究者との ｢研究交流｣ と､ 県内企業に対する技術の橋渡し
３� 社会的な課題である ｢情報技術｣､ ｢環境対応技術｣､ ｢医療・福祉技術｣､ ｢新エネルギー技術｣ など
について､ 産学官による研究会の開催や研究の実施

３. 技術情報を提供します｡
製品開発や技術開発を行っている皆様へ､ 最新の技術情報を提供しています｡

１� 当場の活動や成果を載せた ｢技術ニュース｣､ ｢研究報告｣ などの発行
２� インターネットを用いた情報提供､ 相談

４. 測定・分析を行います｡
企業から持ち込まれた製品や材料などの試験､ 測定､ 分析を最新鋭の試験計測機器で行います｡ また､
これらの試験データを用いた技術指導も行っています｡
１� 材料試験､ 繊維試験､ 化学・分析試験､ 精密測定試験など

108

研究例１
排便検知システムの開発

研究例２
超音波リニアステージの開発

工業試験場のホームページ新しく導入したマイクロフォーカス
Ｘ線ＴＶ・ＣＴ検査装置
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１. 総合的な相談窓口と産業情報化の推進
１� ワンストップ・サービス (総合相談窓口) の提供
① 技術・経営・市場等に関する情報のほか､ 産業ＩＴ化に関する情報､ 新規事業・新分野への進出
等に必要な情報を総合的に提供します｡
② 研究開発・情報通信・経営・小売商業・特許等に関して専門のコーディネーター､ アドバイザー
を配置して相談に応じます｡
③ 電話､ FAX､ E-mail による相談にも応じます｡
④ 各種商用データベースを活用した情報検索サービス｡
⑤ 各種年鑑・統計・白書・市場情報・専門誌等の雑誌・図書の閲覧・貸出および人材育成・販売促
進､ 最新技術など､ 経営に役立つビデオソフトの視聴・貸出サービス｡
⑥ 情報誌 ｢ISICO (イシコ)｣ の発行

２� 産業情報のポータルサイト ｢ＤＧｎｅｔ (デジネット)｣ による情報発信
DGnetは､ あらゆる産業情報をインターネット上で提供しています｡ (http://www.isico.or.jp)
① ユーザー参加型サイトでイベント・セミナー情報や企業情報､ 新製品情報等を発信できます｡
② ビジネスに役立つ情報を ｢DGnet News｣ として無料でメール配信します｡
③ 経営・技術ノウハウ相談について､ 専門家が素早く的確にメールでアドバイスします｡

３� リテール (小売商業) への支援
① バーチャルショップの運営ノウハウ取得セミナー等の開催｡
② ISICOバーチャルモール ｢お店ばたけ ISHIKAWA｣ (http://www.omisebatake-isico.com)の運営｡

４� ＳＯＨＯ事業者への支援
① 企業とSOHOの事業連携と交流を促進するホームページ ｢いしかわ SOHOプラザ｣

(http://www.isico.or.jp/soho) の運営｡
② SOHO事業者支援施設 ｢いしかわ SOHOプラザクリエーションオフィス｣ の運営｡
③ SOHO事業者のスキルアップを図るセミナーの開催｡

５� ものづくり産業活性化のための若年者の就業支援 (ジョブカフェ石川)
・産業人材の発掘・育成､ 企業の人材確保等に関する支援
・若年者の就業意識の啓発､ 就業機会の創出・拡大支援

２. ベンチャー・創造的企業に対する総合的な支援
１� 研究開発資金の提供
県内中小企業等が行う新製品・新技術等の研究開発事業に対し助成金を交付します｡
＜制度の概要＞
○助成限度額：200万円以内
○補 助 率：助成対象経費の１／２以内
○対 象 分 野：石川県産業科学技術振興指針に定める重点技術分野に関する開発事業
※本助成制度のほか､ 国､ 県等が実施している新技術・新製品の開発に対する補助制度等の紹介や､
申請に関する相談も行います｡

�����
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産業創出・販路開拓支援
((財) 石川県産業創出支援機構)

(財) 石川県産業創出支援機構 (以下､ 支援機構) は､ 産学官のコーディネート機関､ 新産業創出
のための総合的支援機関・ワンストップウインドウとして､ 産学官の強い連携と人的､ 物的､ 知的資
源を総合的に活用し､ 県内､ 国内外を広範に結ぶ情報と人脈のネットワークの構築を通して､ 21世
紀の石川県経済を牽引する新しい産業を生み出すことを目的としています｡
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２� ベンチャー・創造的企業の成長､ 新事業の事業化に対する総合的な支援
① 講習会､ 石川県産業大学経営講座の開催
② 継続的経営指導の実施
③ 販路開拓支援
④ 大学､ 研究機関等による創造的中小企業等に対する経営技術指導の斡旋仲介 等

３� 異業種交流・融合化に対する支援
異業種交流に関心を持つ企業のグループづくりに向けた勉強会や交流の場づくりを行うとともに､
県内異業種交流・融合化グループによる新製品開発､ 販路開拓事業等への支援を行います｡

４� 専門家派遣
県内の中小企業が抱える種々の課題 (経営､ 技術､ 人材､ 情報化等) の解決を図るため､ その目標
あるいは目的に応じて専門家を派遣し､ 具体的・実践的なアドバイスを行います｡

３. 中小企業の再生支援
｢産業活力再生特別措置法｣ に基づく認定支援機関として､ 中部経済産業局から中小企業再生支援協

議会事業の委託を受け､ 中小企業の再生を支援します｡
１� 対象企業
経営上の問題を抱え､ 企業の将来に不安があるが､ 意欲を持って新しい企業づくりに取り組もうと
する石川県内の中小企業｡

２� 支援内容
① 窓口相談
中小企業の再生に精通した専門のアドバイザーが､ 企業からの相談に基づき再生の可否を見極め
ます｡
② 再生支援
再生可能と判断した企業に対し､ 適切なアドバイスや指導､ 経営改善計画の策定､ 制度融資や金
融機関との調整など､ 経営健全化に向けての支援を行います｡

４. 産学官の交流・連携の促進と共同研究による新技術開発の推進
当支援機構では､ 地域資源の有効活用と産学官の力を結集して､ 石川県における技術研究開発を総合
的に推進するため､ 企業からの受託研究・共同研究､ 産学官連携研究開発､ 国の大型プロジェクト事業
へのコーディネート等の事業を推進・支援します｡
また､ 人材育成の研修講座､ 研究交流会等の開催､ 研究開発補助事業を行います｡

１� 産学官交流・連携
・つくば学研都市の研究者・技術者との交流
・共同研究及び事業化を目指した研究会等の開催 他

２� 産学官共同研究の推進・支援
産学官が連携して､ 大学等の頭脳・技術シーズ等を活用しながら次世代技術を開発するための共同
研究を推進するとともに､ 国・県等の支援制度を活用した共同研究実施のための制度紹介､ 申請書作
成支援等を行います｡ また､ 大学や工業試験場等公設試験研究機関との共同研究の実施についても､
紹介・斡旋､ 相談等を行います｡

３� 受託研究の実施と斡旋紹介
企業等から委託されたテーマについて､ 県工業試験場等公設試験研究機関と連携しながら研究開発
を行います｡
また､ 大学や研究機関へ研究を委託する際の紹介､ 斡旋や契約事務についてのアドバイスを行いま
す｡

４� 人材育成・産学官連携セミナーの開催
先端技術の応用や新しい生産技術､ 新分野進出､ 環境保全等に関する講習会 (産業大学技術講座)
を開催し､ 次代を担う技術人材の育成と産学官相互の交流促進を行います｡
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５. 特許情報の流通・企業化を推進
具体的な商品化や有効利用にいたっていない未利用特許等の流通・起業化を推進するとともに､ 大学
や研究機関から生まれる研究成果の実用化をサポートします｡
１� 特許情報の提供､ 斡旋
特許の流通や検索等に関する専門知識を持ったスタッフと専用端末を配置し､ 企業や大学､ 研究機
関等が持っている取引可能な特許についての調査や斡旋を行います｡

２� 説明会､ 相談会の開催
特許取引促進や特許電子図書館の有効活用に関する説明会や相談会を実施しています｡

６. サイエンスパークにおける産学官交流連携､ 新産業創造の支援拠点
１� いしかわサイエンスパークのワンストップサポート (総合相談窓口)
新産業創出や新分野進出､ 新技術開発をめざす際の総合窓口を設け､ パーク全体の連携を促進し､
パーク内の研究開発資源を有機的に結びつけ､ 情報・人材・技術・資金など､ 事業活動の総合相談窓
口となります｡

２� いしかわサイエンスパーク交流会の開催
パーク内に立地する北陸先端科学技術大学院大学や企業､ 研究所､ 支援機関などの情報交流と支援
サービスの向上を図り､ 産学官連携の促進に資する｡
① 交流会・見学会の実施
② 講演会､ セミナーの実施
③ ＩＳＰ交流会ニュースの発行

３� インキュベーター ｢いしかわクリエイトラボ｣ の運営・管理
主に創業間もないベンチャー企業や新分野進出を目指す中小企業に低廉な事業スペースを提供する
インキュベーターを設置し､ 入居企業に対しては､ 北陸先端科学技術大学院大学との共同研究斡旋､
専門家による各種相談・指導など総合的な支援を行います｡

４� 賃貸施設 ｢いしかわフロンティアラボ｣ の運営・管理
サイエンスパークに進出するベンチャー企業や研究開発型企業等に低廉な戸建て賃貸施設を整備し､
新商品開発や技術の高度化に取り組む企業を支援します｡

５� 高速・大容量通信に最適な情報通信インフラを整備
① サイエンスパークホームページ (http://www.ishikawa-sp.com) に情報発信スペースを提供
いしかわサイエンスパークのホームページ上で､ 進出企業の情報を世界に広く発信します｡

② インターネット高速接続を完備
最大100Mbps の通信回線など､ ブロードバンド時代に最適な情報通信インフラを提供します｡

６� 産学官連携促進コンベンション施設 ｢石川ハイテク交流センター｣ の管理・運営
情報システムに対応可能な映像システムを備え､ 学会やセミナー､ シンポジウム等の利用に適して
います｡

７. 受・発注のあっせん及び販路開拓
１� 受・発注のあっせん
① 取引のあっせん
仕事を出したい企業､ または仕事を受けたい企業に対し､ 両者が満足のいく取引先を紹介・あっ
せんします｡
発注企業開拓､ 取引あっせんにおいては､ 県外企業の発注を積極的に誘導して､ 結びつきを図り
ます｡
※なお､ 紹介・あっせんにおいては企業秘密を守ることは勿論､ 一切無料で行います｡
② 取引あっせんの手順
仕事を出したい企業､ または仕事を受けたい企業に対し､ 両者が満足のいく取引先を紹介・あっ
せんします｡

����
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③ 情報の収集・提供
受・発注情報の収集と提供
県内外の企業に対する巡回､ 訪問折衝やアンケート調査により､ 受・発注情報の収集及び企業動
向の把握を行うとともに情報誌 ｢ＩＳＩＣＯ (イシコ)｣ を発行して､ 取引に必要な情報を提供し
ます｡
④ その他の業務
ア� 石川県中小企業技術交流展の開催
イ� 石川県企業交流懇談会の開催
ウ� 石川県受注開拓懇談会の開催
エ� 下請中小企業取引条件改善講習会の開催
★当機構に企業登録を
・登録とは
発注企業と受注企業との紹介・あっせん､ 受・発注情報の提供などを効果的に行うためのもので
す｡
・対象企業
企業規模に関係なく､ 製造業を営む企業であれば県内外を問わず､ 無料で登録できます｡
・手続き
当機構所定の登録申込書にご記入の上､ 登録して下さい｡

２� 販路開拓
① 販路開拓の支援
石川ブランド認定品に代表されるような新製品を開発し､ 意欲的に新規分野への参入を図る中小
企業のために､ 販路開拓を支援します｡ また､ 業界動向のチェック､ 新規取引先への紹介など､ 新
製品の営業活動をサポートするとともに次の業務を実施しています｡
ア� 石川ブランド優秀新製品販路開拓支援
イ� 首都圏での石川産品展示・商談会 ｢ＩＳＨＩ－ＢＲＡマーケットプレイス｣ の開催
ウ� 特定業界向石川県産品販路開拓支援
エ� 官公需向新製品販路開拓支援
オ� 販路開拓プラン個別アドバイス

② 石川県ビジネスサポートセンターの運営
県内中小企業の首都圏進出をバックアップする活動拠点として貸オフィスを運営しています｡

ア� 所在地 東京都千代田区麹町４－８ 麹町クリスタルシティ西館 石川県紀尾井会館内
イ� 施設内容 貸オフィス 12室 商談室 １室
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発注先を求めている 受注先を求めている

・電話
・アンケート
・インターネット情報
・訪問折衝

・企業視察
・見積提出
・試作

(県外)
発注企業開拓

相手企業の選定・開拓

あっせん

不成立 成立

再
あ
っ
せ
ん

(財) 石川県産業創出支援機構
〒920-8203 金沢市鞍月２丁目20番地 (石川県地場産業振興センター新館)

代 表 TEL：076－267－1001 FAX：076－268－4911
販路開拓課 TEL：076－267－1140 FAX：076－268－4911
ＵＲＬ：http://www.isico.or.jp E-mail：info＠isico.or.jp
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〈商業振興関係〉
１. 金沢市の中小企業のための融資制度
金沢市では､ 中小企業者の事業の経営安定､ 設備の近代化等に必要な資金など､ 低利・固定金利で便
利な各種の融資制度を設けています｡

２. 金沢市の商業振興を図るための施策
金沢市では商店及び商店街振興のために次のことを行っています｡

１� 商店街施策
① 商店街診断
商店街を総合的に診断します｡

② 商店街活性化巡回指導事業
専門指導員が商店街へ出向き､ 商店街が抱える問題についてアドバイスします｡

③ 商店街空洞化対策事業
商店街が空き地や空き店舗を借り上げ整備し､ 有効活用するための経費の一部を助成します｡

④ 商店街の共同施設設置事業補助
商店街が独自で設置する､ 共同施設 (街路灯・アーケード・立体駐車場・カラー舗装等) につい
て助成します｡
⑤ 商店街振興プラン作成事業補助
商店街が自ら作りあげる ｢商店街振興プラン｣ 策定事業費に対し､ 助成します｡

⑥ 商店街ふれあい推進事業
地域商店街が主催するイベントに対し助成します｡

⑦ 商店街ＣＩ戦略推進事業
商店街が統一したコンセプトに基づいて行うＣＩ戦略活動について助成します｡

⑧ 中心市街地出店促進事業
中心市街地にある商店街の空き店舗へ出店される中小企業者に対し､ 家賃の一部を商店街を経由
して助成します｡
⑨ 中心市街地生鮮食料品店出店促進事業
中心市街地において生鮮三品を中心とする食料品店の出店を促進させるため､ 小売商店や食料品
スーパーの店舗改装費や家賃に対して助成します｡
⑩ 中心市街地ファサード等整備事業
中心市街地にある商店街の統一コンセプトに沿ったファサード (店舗等の外壁) やショーウイン
ドーの整備費の一部を助成します｡
⑪ 地域商店街経営改善モデル商店奨励事業
新たな商業展開を図り､ 地域コミュニティの中心となる機能を持った商店 (街) づくりの店舗の
改装費に助成します｡
⑫ ＩＴ活用事業
情報技術 (ＩＴ) の活用に関する事業の展開等に対して助成します｡

⑬ 商店街アメニティ空間整備事業
商店街の快適性・利便性向上を目指した設備の設置費及び購入費に対して助成します｡

⑭ アートアベニュー賑わい創出事業
金沢駅から金沢21世紀美術館までの通りに面する地域においてアートを活かした店舗改装や新

たな出店に対して助成します｡

��
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２� 商業団体育成施策
中小企業組織化促進事業
商店街振興組合､ 事業協同組合を新たに組織化した団体について一定の条件の基に20万円を限度

に助成しています｡

〈工業振興関係〉
１. 金沢市の工業振興を図るための施策
１� 工業立地促進施策
① 工業立地にかかる助成と融資
条例に基づき､ 市内での工場立地・高度化について助成します｡
また､ 本市産業構造の多様化に資す新規産業を導入するため､ 金沢テクノパークを造成し､ その
企業誘致活動を行っています｡
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区

分

対 象 業 種
研 究 所 ・ 高 度 産 業 そ の 他 製 造 業

研究所等の特定事業所
高度技術製品製造工場

一般製造工場
(付帯物流施設含む)

地 区 指 定
工専､ 工業､ 準工
(特定事業所は指定なし)

工場適地

対 象 物 件 土地､ 建物・設備 (既存工場の取得を含む)
事業所の規模 大企業および中小企業

助

成

助 成 基 準

土地 3,000㎡以上
建物 1,000㎡以上

または投下資本１億円以上

雇用 10人以上

土地 3,000㎡以上
(安原異業種工業団地を除く)
建物 1,000㎡以上
雇用 10人以上

助 成 率
( )は 限定額

土地 20％
建物・設備 ５％ ２億円限度
または投下資本の10％
※特認の場合３億円限度

土地 20％
２億円限度

建物・設備 ５％

※特認の場合３億円限度

雇 用 助 成
上記対象工場等の新規雇用 (市民５人以上) に対する助成・助成率 １人につき20万円､ 限度
額4,000万円 (200人まで)

融

資

利 率 低利､ 固定金利 (利率は変更することがあり､ 融資実行時点の利率を適用)
返 済 期 間 15年以内 (ほか１年以内据置)
限 度 額 ５億円 (総事業費の３/４以内)
対象となる
事 業

特定事業所､ 高度技術工場の新設､ 増設
(投資額５千万円以上､ 従業員10人以上)

製造工場等の新設・増設

◎一般地区

����� ������
◎金沢テクノパーク
区 分 高度技術産業 地域拠点産業 試験研究所

対象業種等
エレクトロニクス､ メカトロ
ニクス､ メディカル等の高度
技術産業

独自技術､ 高付加価値､ 新分
野等の地域拠点産業

研究開発部門､ 学術研究機関
などの試験研究所

地 区 指 定
工業専用地域 (建ぺい率60％ 容積率200％)
工場立地法の特例工業団地 (工場敷地内緑地は免除)

対 象 物 件 土地 建物 設備

助 成 基 準
建物 1,500㎡以上
雇用 10人以上

建物 1,000㎡以上
雇用 ５人以上

助 成 率
土地取得費の20％
建物取得費の10％ 限度額５億円
機械設備費の10％

雇用奨励助成金

助 成 基 準
上記対象工場等の新規雇用 (市民) 10人以上
新規雇用者×50万円 (限度額１億円) (200人まで)

�����
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② 安原異業種工業団地の分譲 (第４次)
製造業を営む中小企業者のため､ 工場用地の分譲を行っています｡
・分譲区画 ７区画 (複数区画の申込みも可能)
・区画面積 約760㎡～2,400㎡
・分譲単価 １㎡当り56,700円､ 57,700円
・融資制度 企業立地促進資金の利用可能
③ いなほ工業団地の分譲 (第１期)
製造業及び運輸業を対象に､ 工業用地の分譲を行っています｡
・分譲面積 5.0ha (うち,1.9ha 分譲済み)
・区画面積
・分譲単価 １㎡当り54,500円､ 55,500円
・助成と融資 １�①ア�による
④ かたつ工業団地の分譲 (第１期)
製造業及び運輸業を対象に分譲を開始します｡
・分譲面積 1.3ha
・区画面積 オーダーメイド方式
・分譲開始時期 平成18年春 (分譲価格査定中)
・助成と融資 １�①ア�による (分譲価格査定中)
⑤ 市内工業団地の再整備
工場敷地内の緑化事業の助成､ その他工業団地の再整備を行っています｡

２� 経営指導施策
金沢市では､ 工場経営の近代化､ 合理化を目的として次の事業を行っています｡
① 機械金属工業経営相談室設置事業
② 金沢市工業団地連絡協議会活動事業
③ 企業革新指導事業
④ 中小企業支援コーディネーター事業

３� 産学連携推進対策
中小企業の技術の向上を図るため､ 産学関係者の連携による次の事業を行っています｡
① 産学連携運営委員会運営事業
② 技術開発ゼミナール開設事業
③ 新製品・デザイン開発促進事業

４� 新分野開拓受注促進施策
中小企業等の自社製品について海外販路の開拓を支援するため次の事業を行っています｡
① 国際見本市出展促進事業
② 新製品販路開拓推進事業

５� 新製品開発促進施策
① 産業発明奨励事業
② 優秀新製品開発奨励事業

６� ＩＴ化促進施策
① 金沢市Ｅビジネス懇話会開催費
② ＳＯＨＯ事業まちなか集積促進事業
③ 中小企業ＩＴビジネス大賞奨励事業

７� 異業種研修会館
① 異業種研修会館
中小企業者の研修または交流の場として､ お気軽にご利用下さい｡
・場 所 金沢市打木町東1400 (第４次安原異業種工業団地内)
・概 要 第１～４研修室､ 情報化研修室､ 相談室､ 展示ホール
・開 館 日 毎週月～日曜日の午前９時から午後９時まで (12/29～１/３は休館)

�
�
� ������� ����
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・利用料金 あり
・申込方法 利用日の６カ月前から電話受付 (076－240－1934)

８� ＩＴビジネスプラザ武蔵
ＩＴ関連の起業家支援､ マルチメディアスタジオを活用し映像デザイン関連の人材育成を図ります｡
・場 所 金沢市武蔵町14番31号 (めいてつエムザ４～６階)
・概 要 ビジネスルーム､ ビジネスブース､ マルチメディアスタジオ､ 編集室､ 情報化研修

室､ 研修室､ 交流室
・開 館 日 毎週月～日曜日の午前10時から午後10時まで (12/29～１/３は休館)
・利用料金 あり
・申込方法 利用日の前日の６ヶ月前から電話 (076－224－6340) にて予約受付

９� 金沢ビジネスプラザ南町
・入居対象者 ＩＴを活用して新しい商品やサービスの創出を考えている情報処理・提供サービス

業､ 映像､ デザイン業他これらに類する業を行っている者
・場 所 金沢市高岡町２番35号 興能ビル４階 (南町バス停前)
・概 要 貸しオフィス (ビジネスルーム３室､ ビジネスブース５室)
・利用期間 ２年 (更新も可能)

２. 金沢市のファッション産業振興を図るための施策
１� 地場産業振興・新産業創出
① 販路開拓の促進
ア� 新製品販路開拓事業
グッドデザイン製品の開発や商品の販売促進に向けた市場調査を実施

イ� 文化情報企業受注開拓交流会の開催
ファッション関連業界の新規受注開拓を目指し､ 首都圏で懇談会を開催

② 新製品開発の促進
ア� 国外向け新製品開発
海外デザイナー等の指導により､ 伝統工芸品等の金沢独自の素材を活かした国外向けの新商品
を開発

イ� 新製品・デザイン開発促進
産学連携による新製品開発､ 新規事業展開に助成

ウ� 機械製品デザイン基盤整備費補助
ファッション性､ デザイン性に優れた新製品開発を支援

③ 人材の育成・活用
ア� ファッションリーダー育成費
繊維関連業界を牽引するリーダー的人材を育成

２� 伝統工芸品産業振興
① 販路開拓の促進
ア� 加賀友禅ルネッサンス事業支援
加賀友禅業界が取り組む新規活路開拓への方策を支援

② 新製品開発の促進
ア� 金沢ブランド工芸品開発推進
時代にあった新しい金沢ブランドの工芸品開発を目指す組合等､ 企業､ グループ､ 個人に対し
開発費の一部を助成

③ 後継者・人材の育成
ア� 伝統産業技術研修者育成
伝統工芸の専門的な知識・技術修得を目指している者やその雇用者に対し､ 奨励金を交付

イ� 伝統工芸職人奨励
特定の工程分野の若年従事者に奨励金を交付することで､ 後継者育成を図る
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〈労働関係〉
勤労者の皆さんが安心して働けるようにと､ 金沢市では雇用促進と勤労者の福祉向上などに各種の奨励
金制度や融資制度を設けています｡

１� 金沢市高年齢者雇用奨励金制度
国の特定求職者雇用開発助成金の支給対象者を引き続き雇用する事業主に対し奨励金を支給します｡

(市内居住者のみが対象)
高年齢者 (60歳以上65歳未満) １人につき､ 国の助成金の支給対象期間の満了した月の翌月から､
１年目は支払賃金の月額１/５ (22,000円限度)
２年目は１/10 (11,000円限度)

２� 金沢市母子家庭の母等雇用奨励金
国の特定求職者雇用開発助成金の支給対象者を引き続き雇用する事業主に対し奨励金を支給します｡

(市内居住者のみが対象)
母子家庭の母等１人につき､ 国の助成金の支給対象期間の満了した月の翌月から､
１年目は支払賃金の月額１/５ (22,000円限度)
２年目は１/10 (11,000円限度)

３� 金沢市障害者継続雇用奨励金制度
国の特定求職者雇用開発助成金の支給対象者を引き続き雇用する事業主に対し奨励金を支給します｡

(市内居住者のみが対象)
障害者１人につき､ 国の助成金の支給対象期間の満了した月の翌月から､ 24ヵ月
① 国の助成金の支給期間が１年６か月 (重度) の場合､ 支払賃金の1/3 (24,000円限度)
② １年 (軽度) の場合､ 支払賃金の１/３ (月額22,000円限度)

４� 金沢市中高年齢者等職業訓練奨励金制度
公共職業能力開発施設等において､ 職業訓練を受講し､ 技能を修得しようとする者で､ 本市に１年以
上引き続き居住している30歳以上の者または障害のある人で15歳以上の者に次のとおり奨励金を支給
します｡

５� 有料職業紹介事業者利用助成金制度
中小企業が民間職業紹介事業者を利用して､ 非自発的離職者を雇い入れた場合､ その紹介手数料の一
部を助成します｡
・助成対象 30歳以上の65歳未満の非自発的離職者を常用雇用した事業主
・対象業種 専門､ 技術､ 管理的､ 事務､ 販売､ サービスの職業に限定
・助 成 額 30万円限度
・対象期間 雇い入れから６ケ月経過 (常用労働者として定着) し､ 有料職業紹介事業者へ紹介手数

料の支払いを完了した後
６� 紹介予定派遣利用促進助成金
紹介予定派遣制度を利用し､ 派遣社員を常用雇用に転換しようとする際必要となる紹介手数料の一部
を助成します｡
・助成対象 派遣期間終了後､ 派遣社員を常用雇用した事業主
・助 成 額 手数料の１/５ (３万円限度)

７� 金沢市安定雇用促進奨励金制度
国のトライアル雇用事業を活用し､ 引き続き中高年齢者､ 若年者等､ 母子家庭の母等､ 障害者を常用
雇用に移行した事業主に対し奨励金を支給します｡
・対 象 者 国のトライアル雇用事業を活用し､ 金沢市内に居住する中高年齢者､ 若年者等､ 母子家

庭の母等､ 障害者を常用雇用に移行して､ 引き続き雇用している事業主｡

�
�
�
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諸制度のご紹介

訓練期間 1 年 の 場 合 100,000円

〃 ６カ月以上１年未満 50,000円
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・支給条件 トライアル雇用終了後､ 常用雇用に移行してから３か月経過後､ 75,000円を支給する｡
８� 金沢市勤労者小口資金融資制度
教育費､ 医療費､ 住宅改造費､ その他生活費にご利用下さい｡
〈融資の対象者〉
① 市内に引き続き１年以上居住しかつ同一事業所に１年以上勤務している方
② 市の指定する信用保証協会の債務保証を受けること

〈融資の内容〉
① 融資限度額 100万円
② 融資利率 年2.55％ (金融情勢により変動することがありますので取扱金融機関でご確認

下さい｡)
③ 償還期間 ３年以内

９� 金沢市勤労者育児休業等生活資金融資制度
育児休業や介護休業を取得した勤労者の方に､ 生活資金を融資します｡
〈融資の対象者〉
① 金沢市内に住所のある方
② 事業所に勤務する勤労者のうち育児休業等をし､ またはしようとする勤労者で､ 育児休業等の
期間終了後に復職することが確実な方
③ 市税を完納している方
④ 返済能力を有する連帯保証人１人を付することができる方

〈融資の内容〉
① 融資限度額 １人100万円
② 融資利率 年1.05％ (金融情勢により変動することがありますので取扱金融機関でご確認

下さい｡)
③ 償還期間 ５年以内 (借入額が50万円以下の場合は､ ３年以内)�10 金沢市未組職労働者信用保証料補給金制度

金沢市に居住する未組織労働者が北陸労働金庫より融資を受ける場合､ 石川県労働者信用基金協会の
債務保証を受けることとなりますがその際の保証料を金沢市が補給します｡

１. 七尾市の中小企業のための融資制度や施策
① 中小企業者への融資
七尾市では､ 中小企業者の事業の経営安定､ 観光施設整備及び機械設備近代化等に必要な資金など
各種の融資を行っています｡
② 商工団体への育成補助金
各商工団体の行う組合事業等に対して補助金を交付し､ その育成を図っている｡

③ 地場産業に対する奨励
伝統的な地場産業に従事する後継者技能者で､ 長年精励していたり､ 画期的な発明､ 考案をした方
に地場産業奨励賞表彰を行っている｡
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区 分 補給期間 債務 保証
限 度 額 保証料率

生活資金 有 担 保 ５年以内 3,000万円 0.15％

住宅資金 有 担 保 ５年以内 3,000万円 0.15％

(注) この場合の ｢未組織労働者｣ とは
職場に労働組合のない労働者又は労働組合があっても､ 労働組合の保証が得られない労働者
をいいます｡ 詳しいことは石川県労働者信用基金協会 261-4347へおたずねください｡

七 尾 市
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④ 七尾市における工場立地及び中小企業構造の高度化の促進に関する条例
21世紀に若者が希望を持ち､ 生き生きとした産業都市づくりのための七尾市に進出される企業に

必要な助成措置を講ずるとともに､ 既存中小企業の産業構造の高度化を促進させるための支援を行う
ものです｡
本条例は､ 助成金と融資の二本柱で構成され､ 助成金・融資額については､ それぞれ最高２億円ま
でとなります｡

１� 小松市制度金融
市は､ 原資の一部としての資金を取扱金融機関に調達してもらい､ その調達コストに見合う分を利子
補給します｡ 取扱金融機関は､ これに自己資金を加えて市内中小企業に資金を融資し､ 設備の近代化や
経営の安定化を促すことにより､ 本市産業の発展に寄与することを目的としています｡

２� 工場立地及び中小企業構造の高度化の促進に関する助成制度
小松市における工場立地及び中小企業構造の高度化を促進することにより雇用機会の拡大を図るとと
もに､ 小松市産業の健全な発展と市民福祉の向上に寄与するために次のような助成を行っています｡

��������
�

119

区分 対 象 要 件 内 容 限度額

助

成

金

・新設にあっては､ 投下固定資産総額が１億
円以上で操業時に常用雇用の従業員を10人
以上有する
・増設の場合は､ 投下固定資産総額が5,000
万円以上で従業員を新たに５人以上増員す
ること｡
・製造業・先端技術産業・同関連ソフト産業
及び試験研究関連事業所

投下固定資産総額に100分の10を乗じた額 ２億円

融
資

・用地は､ 1,000㎡以上を取得・造成
・工場は､ 300㎡以上を新設､ 又は増設
・用地取得後､ ３年以内に操業開始

・用地取得若しくは造成に要する経費､ 又
は工場の新設若しくは増設に要する経費
に３分の２を乗じて得た額

２億円

小 松 市

対 象 業 種
製造業､ 先端技術産業・同関連ソフト産業､ 試験研究開発施設､ 情報処理・提供サービスを行う事業所
(コールセンター等) 及び物流施設 (物流のアセンブリ業務を擁する施設をいう｡) の事業に供するもの｡

対 象 物 件 ①土地取得及び要した造成費 ②工場建設及び機械設備費

地 区 指 定
①工場立地法の規定により工場適地 ②市造成の工業団地・産業団地・工業用地及び特に市長が認める地
区｡

立
地
助
成
金

対象要件

｢大規模工場｣ 対象
用地取得を伴う工場の新・増設
土地5,000㎡以上
工場1,500㎡以上
操業時新規雇用10人以上
用地取得後３年以内に操業

｢中小企業者｣ 対象
用地取得を伴う工場の新・増設
土地1,000㎡以上
工場300㎡以上
常時雇用者５人以上
(物流施設にあっては新規雇用が見込めるもの)
用地取得後３年以内に操業

助 成 率

①土地20％以内 (１億円限度)
[準工業地域は10％以内]
②建物設備・機械設備費
５％以内 (１億円限度)
[準工業地域は2.5％以内]

①土地５％以内 (1,000万円限度)
[準工業地域は2.5％以内]
②建物設備・機械設備費
５％以内 (1,000万円限度)
[準工業地域は2.5％以内]

◎小松市土地開発公社から用地 (工場適地に限る) を取得する場合は､ 事業規模等を考慮して別途助成する場合もありま
す｡ ただし､ その額については､ 用地に係る立地助成金を算出する際には､ 取得に要した経費から控除します｡

設
置
助
成
金

対象要件

｢大規模工場｣ 対象
既所有地を行う工場の新・増設
工場1,500㎡以上
操業時新規雇用10人以上

｢中小企業者｣ 対象
既所有地で行う工場の新・増設
工場300㎡以上
常時雇用者５人以上
(物流施設にあっては新規雇用が見込めるもの)

助 成 率
建物設備・機械設備費
５％以内 (１億円限度)
[準工業地域は2.5％以内]

建物設備・機械設備費
５％以内 (1,000万円限度)
[準工業地域は2.5％以内]
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３� 産業育成研修制度
新しい産業の振興施策として､ 地域社会に貢献する人材育成を目的とし､ 一般市民を対象に産能大学
等を通して通信研修を実施し､ 地域経済の活性化を目指しています｡
・所定期間内に修了した人に対して受講料の４～６割を助成しています｡

４� 商工団体育成
商工団体の行う組合事業に対して補助金を交付し､ その育成を図っています｡

５� 商店街施策
商店街振興組合等が､ 商店街活性化を目的に行う事業のうち､ 特に必要と認められるものに対して助
成しています｡

６� 石川ブランド優秀新製品認定企業表彰
石川県機械工業見本市等において､ ｢石川ブランド優秀新製品｣ と認められた市内中小企業に対して

表彰し､ 奨励金を交付します｡
７� 中小企業退職金共済制度助成金交付制度
市内の主たる事業所を有する中小企業者で､ 平成14年４月１日以降新規に中小企業退職金共済制度

または特定退職金共済制度に加入し､ 市の定めた要件を満たす場合は､ １年間に限り共済掛金の20％
(限度額は､ 従業員１人当たり年額 12,000円) を助成します｡

８� 中高年齢者等職業訓練奨励金交付制度
県内の公共職業能力開発施設や小松市内の認定職業訓練施設において､ ３カ月以上の職業訓練を修了
した者で､ 本市に１年以上引き続き居住している45歳以上65歳未満の者または障害のある人に対して
奨励金を交付する制度です｡

９� 技能功労者表彰事業
永く同一の職業に従事し､ 他の模範となる技能者を表彰することにより､ 技能者の職業の安定と地位
の向上を図ることを目的としています｡�10 働く方達の生活安定資金
① 労働者生活資金融資制度

融資対象者は､ 労働組合組織のある方で､ 住宅資金で１億円､ 生活資金では､ 500万円が融資の限
度となります｡
② 労働者福利厚生資金融資制度
融資対象者は､ 労働組合組織のない方で､ ①同様に住宅資金､ 生活資金の融資を行います｡ 但し､
住宅資金の限度額は7,000万円です｡
③ 勤労者小口資金融資制度
働いている者が､ 融資対象となります｡ 限度額は100万円です｡

④ 勤労者育児・介護休業生活資金融資制度
育児・介護休業利用者に､ 休業期間中に必要とする生活資金を融資することにより､ 仕事と家庭と
の両立､ 継続就業を促進し､ 労働力の確保を図るものです｡ 融資限度は､ 100万円です｡�11 国際標準化機構規格認証取得支援事業費補助制度
市内に事業所及び工場等を有する中小企業者が国際標準化機構 (ＩＳＯ) が定めた品質保証及び環境
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高
度
化
促
進
助
成
金

対象要件 中小企業総合事業団法施行令第３条に定める事業で, 市長が認めるもの
・共同福利厚生施設 ・集団化事業等 ・工場アパート

助 成 率

高度化事業に要する経費のうち市長が認める経費
対象経費のうち
・共同福利厚生施設 10％以内
・上記以外のもの ２％以内

融

資

利 率 利率1.55％ (平成15年６月１日現在) 利率は変更になることがあります

返済期間 融資期間 土地建物10年以内 (うち据置期間１年)
設備 7年以内 (うち据置期間１年)

限 度 額 １億円 (投資額×２/３以内)

対 象 と
なる事業 雇用効果の見込みのある対象業種の工場等の新設・増設
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管理､ 監査の国際規格の認証取得に要する経費に対して補助金を交付します｡ (認証を取得した日から
６ケ月以内に補助金を交付すること)
・ＩＳＯ9000シリーズ 限度額30万円 (平成18年３月31日に廃止)
・ＩＳＯ14000シリーズ 限度額50万円�12 小松市ものづくり交流団体活動促進事業
本市の中小製造業者の新製品・新技術・開発を促進するために､ ものづくり交流団体が行う研究会等
の開催に要する経費に対して補助金を交付します｡ 対象経費の１/２以内とし､ 30万円を限度とします｡�13 小松ブランド新製品等開発支援事業
今後成長が見込める医療・福祉・環境・情報通信等の分野における新製品・新技術開発を支援するた
め､ 本市の中小製造業者が行う販路開拓等に要する経費に対して補助金を交付します｡ 対象経費の１/２
以内とし､ 100万円を限度とします｡�14 小松市中小企業設備投資促進助成金交付制度
(社) 石川県鉄工機電協会の ｢延払による機械設備貸与制度｣ の設備投資または (財) 石川県産業創

出支援機構の ｢設備貸与制度｣ の機械金属設備貸与を受けている企業に対し､ 設備貸与を受けた日から
３ヵ年の費用の一部 (当該年度貸与料支払額×1.25／貸与年率､ １年の限度額600千円) を補助します｡�15 小松市常用雇用転換奨励金
非常勤等で雇用された母子家庭の母に研修・訓練を実施し､ 常用雇用に移行した後､ 引き続き６ヶ月
間継続雇用した事業主に対し奨励金を支給します｡ 母子家庭の母一人当たり30万円です｡

輪島市の経済を取り巻く環境は依然として厳しく推移しているが､ その中においても競争に強い中小企
業を育成するとともに､ 企業経営の安定化と近代化を支援し､ 基幹産業である漆器と観光の振興を柱とし
て､ 次の施策の推進を図っております｡
１. 中小企業のための融資制度
１� 追認保証小口事業資金
使途…運転､ 設備 融資限度額…1,500万円

２� 輪島市中小企業経営安定資金
使途…運転､ 設備 融資限度額…運転2,000万円､ 設備1,000万円

２. 商工業の振興に関する支援制度
１� 輪島市商業活性化推進支援制度
市内における商店街の賑わいと魅力を高めるため､ 商店街が実施する相乗効果の高い事業や空き店
舗を活用して新たに小売業として開設する商業者を支援することによりまちの活性化につなげること
を目的としています｡
① 商店街対策
ア� 空き店舗利用促進事業 改装費 (補助率２/３ 限度額500万円)

家賃補助 (補助率１/２ 限度額120万円)
イ� 商店街魅力創出事業 ハード事業 (補助率 １/２ 限度額500万円)

ソフト事業 (イベント開催)
〈単独〉(補助率１/２ 限度額200万円)
〈共同〉(補助率２/３ 限度額300万円)

ウ� 商店街情報化推進事業 (補助率 １/３ 限度額100万円)
エ� 商店街環境・リサイクル推進事業 (補助率１/３ 100万円)
オ� モデル商店街バックアップ事業 (補助率１/３ 限度額100万円)

② 個店対策
ア� 空き店舗利用促進事業 改装費 (補助率１/３ 限度額150万円)

��
�
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家賃補助 (補助率１/４～２/３ 限度額80～30万円)
イ� 業種業態転換事業 改装費 (補助率１/３ 限度額200万円)

２� 輪島市中小企業等産業育成支援制度
既存企業や進出または新規創業する中小企業等の育成を図り､ 雇用の拡大と地元定住の促進による
地域の活性化につなげるため､ 輪島の資源を有効に活用した新商品の開発や販売促進等を支援します｡
① 新商品等研究開発費補助金
・新製品等の研究開発に要する経費 (補助率１/２ 限度額200万円)
② 販売促進費補助金
・販路開拓を目的とする展示ＰＲ費 (補助率１/３ 限度額100万円)
③ 開設準備費補助金
・新規事業所開設に要する施設整備費 (補助率１/２ 限度額300万円)
④ ＩＴビジネスチャレンジ補助金
インターネット上のオンラインモール等に登録を行い､ ３カ月以上商売を行った事業主に対し､
その登録料の一部を助成する｡
(補助率１/３ 限度額５万円)

３� 中小企業振興助成制度
市内中小企業の協同組合等が行う､ 中小企業高度化事業に対し､ 助成または､ 補助金の交付を行い
ます｡
限度額：事業に投下した固定資産評価額の100分の１

３. 企業誘致の促進
輪島市企業立地の促進及び雇用の拡大に関する条例
〈助成対象要件〉

〈助成率〉
○工場適地等での場合
新設……100分の20 増設……100分の10 再生……100分の10
○工場適地等以外の場合
新設……100分の15 増設……100分の7.5 再生……100分の10
○新規地元常用雇用者 一人あたり50万円加算

助成金の積算方法
投資額×助成率 (20／100～7.5／100)＋新規地元常用雇用者×50万円
〈限度額〉
１億円 (市長特認２億円)

４. 漆器産業の振興
１� 漆文化等の情報発信
歴史ある漆文化及び伝統の技を情報発信する拠点施設として平成15年７月に ｢輪島市工房長屋｣

を整備し､ 輪島塗の製造工程見学や沈金体験などを通じ､ 市民及び観光客等の来訪者に輪島塗を身近
に感じてもらい､ その理解及び関心を深めるため取り組んでいます｡

122

区分 投資額の総額 新規地元常用雇用者

工場､ 研究所､
物流施設､ 教育施設
及びその他施設

5,000万円以上 ５人以上

観光施設 10,000万円以上 10人以上

観光施設再生 5,000万円以上 ５人以上

工場適地とは……工場立地法による工場適地 (輪島市臨空産業団地) とされた地区､ 臨海土地
造成地及び市長が認めた地区
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２� 輪島漆器商工業協同組合の育成
輪島漆器商工業協同組合が行う､ 後継者育成事業､ 販路開拓事業等に対し助成をしています｡

３� 後継者の育成 輪島塗技術後継者奨励金制度
月額50,000円/人 最長36カ月支給
輪島塗 (木地､ 塗り) 部門に新たに修業し､ 輪島塗製造技術を習得しようとする40歳以下の人を

雇用した事業主に対して支給されます｡

５. 観光産業の振興
公営海水浴場､ 公園､ 遊歩道､ 駐車場等､ 観光用施設の整備､ 千枚田並びに間垣等の観光資源の保全
事業に対し助成を行っています｡
さらに観光客誘致については観光協会と協力して出向宣伝をするとともに､ ポスター､ パンフレット
等を作成し配布しています｡
１� 輪島市観光宿泊施設魅力アップ事業費補助金
市内において旅館業を経営する方が､ 旅館､ 民宿等の宿泊施設を新築､ 増築または改装する場合に
おいて､ その整備に対し補助金を交付することにより､ 地域の活性化を図り､ 輪島温泉郷の魅力を高
めるとともに､ 本市観光産業の振興に寄与することを目的としています｡
◇対 象 業 種
市内で旅館業法に基づき許可を受けて営業している施設のうち､ 専ら観光客のための宿泊施設と
して営業する旅館・ホテル・民宿などが対象となる｡
◇補助対象事業
対象業種施設が､ 旅館営業に必要な施設の新増築・改築 (改装) 及び温泉導入のための設備改修
を行う場合､ 補助が受けられる｡
◇対 象 区 分
ア� 宿泊施設整備…旅館業に必要な新設及び増改築費用 (土地取得費用を除く)

投資総額：300万円以上
補 助 率：１／３
限 度 額：300万円

イ� 温泉利用施設整備…旅館業に必要な新設及び増改築費用 (土地取得費用を除く)
投資総額：100万円以上
補 助 率：１／２
限 度 額：300万円

※注１：新築及び増改築､ 温泉導入等により上記の補助を受けた場合､ 引き続き (最低３年以上) 旅
館施設として営業することを条件とする｡

※注２：温泉利用施設整備に伴う温泉導入施設については､ 輪島市が所有する源泉を利用する場合に
限定し､ 施設独自の泉源を利用する場合は対象とはしない｡

※注３：同一の施設が受けることのできる補助金の総額は､ 500万円を限度とする｡
(具体的な対象事例)
改築改装の範囲…宿泊客が利用する客室､ 食堂､ 浴室､ 洗面所､ 玄関､ ロビーなどの内外装
温泉導入の設備…温泉貯湯タンク､ 加熱用熱交換器､ ろ過器､ 浴槽までの配管などで､ 浴室改装及

び浴槽､ ボイラーの取替えは宿泊施設整備の改築・改装扱いとする｡
◇制度実施期間 平成17年４月１日から平成19年３月末までの２カ年間に限定

６. 労働対策
地域の出稼労働者を中心とした雇用機会の確保については､ 職業安定所と密接な連絡を図っています｡
また､ 地区労働組合協議会に対しては健全な組織活動を促進するため助成を行っています｡ さらに労
働者の生活の安定､ 住宅対策の推進を図るため石川県労働金庫へ利子補給補助を行っています｡
※なお､ 各市の金融制度一覧については､ 本会発行の金融の手引き (17年度版) をご参照下さい｡
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１. 企業誘致の促進
珠洲市における企業立地の促進及び雇用の拡大に関する条例

〈助成対象要件〉
製造業及び情報サービス業等で本市の経済の発展に寄与すると市長が認めるものをいう｡
◇新設……投資額の総額が1,000万円以上で､ 常時使用する従業員が３人以上であること｡
◇増設……投資額が1,000万円以上で､ 新たに増加する常時使用の従業員が３人以上であること｡
〈助成金額〉
◇新設……投資額の100分の20
◇増設……投資額の100分の15

５億円を限度とします｡

１. 加賀市の制度融資について
加賀市では､ 中小企業者の事業の設備投資や経営の安定､ 並びに勤労者の福祉増進・生活安定を図る

ため､ 原資の一部としての資金を取扱金融機関に調達してもらい､ その調達コストに見合う分を利子補
給し､ 取扱金融機関は､ これに自己資金を加える各種の制度融資を行っています｡

２. 商工業の振興を図るための支援
１� 加賀市では､ 商工業振興事業に対して必要な経費の一部補助を行っております｡
① 商工業振興奨励事業に係る補助
ア� 市場､ 動向､ 意識､ 事業高度化等の調査
イ� 物産展､ 展示会等の開催
ウ� 製造等の技術､ 技法の開発
エ� 中小企業相談所の開設
オ� 新商品開発に係る助成

② 商工業組合強化事業に係る補助
ア� 商工業組合の業務施設の新築及び増改築工事費 (主たる建物に限る)

③ 商工業人材育成事業に係る補助
ア� 通信教育の受講に要した経費
イ� 創業等に要する経費

④ 商業活性化推進事業に係る補助
ア� 緑化施設､ 街路灯､ 駐車場など公衆利便施設の整備工事費及び借上げに要する経費
イ� ソフト事業に要する経費
ウ� 空き店舗の改装及び借上げに要する経費
エ� 商店街統一コンセプトに基づく外装等に要する経費

⑤ 商業集積推進奨励事業に係る補助
商業団体の80％以上の参加により､ 消費者の利便及び地域商業の集積を図るためのサービス情報

の処理等 (例：スタンプカード化事業など) を行う設備の整備に要する経費
⑥ 商工業国際標準規格等認証取得奨励事業
ＩＳＯ14001の認証取得に要した審査登録料

⑦ 商工業経営安定強化事業に係る補助
中小企業倒産防止共済法に規定する共済契約に基づく掛金

⑧ 商工業退職金制度加入奨励事業に係る補助
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中小企業退職金共済法または所得税法施行令に規定する退職金共済契約に基づく掛金
２� 加賀市では､ 産業の健全な発展や雇用の増大を図ると共に､ 工場立地の基盤の開発・整備並びに立
地環境の保全を行っております｡
＊ 加賀市における企業立地の促進並びに中小企業高度化事業に係る助成及び融資制度

３� 加賀市では､ 市内の事業所に勤務する九谷焼技能後継者に対し､ 奨励金を支給 (１人50,000円) し
ています｡

４� 加賀市では､ ｢石川ブランド優秀新製品｣ 等､ 各種展示会等で優秀と認められた新製品・新技術を開
発された市内中小企業者に対して表彰し､ 奨励金を交付します｡

３. 観光産業の振興を図るための支援
１� 加賀市では､ 観光産業の振興を図るために､ 次の支援を行っています｡
① 観光行事助成事業に係る補助
ア� 法人または団体が催す祭礼等の行事に要する経費

② 観光施設整備事業に係る補助
ア� 市が管理する以外の史跡､ 名勝地等の整備に要する工事費

③ 鉱泉源保護施設整備事業に係る補助
ア� 鉱泉源等施設の整備工事費
イ� 鉱泉源等施設の維持管理費

④ 観光宣伝事業に係る補助
ア� 出向宣伝､ ポスター作成費及びテレビ宣伝に要する経費

⑤ 大会等誘致事業に係る補助
ア� コンベンションの開催に要する経費

４. 勤労者の保護､ 育成を図るための支援
１� 加賀市では､ 勤労者福祉活動の推進､ 及び勤労者福祉施設の整備を図るために､ 次の支援を行って
います｡
① 勤労者福祉施設整備事業に係る補助
ア� 勤労者福祉施設の新築､ 増改築､ または修繕工事費
イ� 直接事業の用途に供する設備備品購入費

���������
��
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補

助

金

対 象 製造業者・物流加工業
研究所､ ソフトウェア業､ 情報処理・サー
ビス業､ デザイン業､ 機械設計業､ エンジ
ニアリング業

高度化事業

条 件
・新規に雇用する従業員及び加賀市に転入する従業員を合わせた数が５人以上
(常時使用することとなる､ 加賀市に住所を有する者)
・投資額 １億円以上

対象経費 ・用地の取得費用
・用地造成費､ 建設費､ 設備費 事業費

率・制度

工場適地､ 公害防止のための移転の場合
・用地取得費の10％ (3,000㎡以上の用地
取得後､ ３年以内に操業開始の場合)

１億円以内
・用地造成費､ 建設費､ 設備費の５％

２億円以内

・用地取得費の10％ (1,500㎡以上の用地
取得後､ ３年以内に操業開始の場合)

１億円以内
・用地造成費､ 建設費､ 設備費の５％

２億円以内

５％
２億円以内その他の用地の場合

・用地取得費の５％ (3,000㎡以上の用地
取得後､ ３年以内に操業開始の場合)

１億円以内
・用地造成費､ 建設費､ 設備費の2.5％

２億円以内
便宜供与 補助金に替えて道路及び用排水路を整備し､ 又は公害防除施設を設置することができる｡

融

資

条 件 助成条件に同じ

限 度
(用地の取得及び造成に要する資金＋建物､ 設備等の取得に要する資金 [＝事業費])

×２/３
(３億円以内)

事業費×２/３
(３億円以内)

期 間 10年以内 (据置２年以内)
利 率 市長の定める額
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② 労働団体施設整備事業に係る補助
ア� 労働団体の事務､ 集会に用する施設の新築､ 増改築または修繕工事費

③ 勤労者福祉向上事業に係る補助
ア� 労働時間､ 労働条件の改善等に関する調査研究費
イ� 講演会､ 研究会､ 大会等の開催経費

２� 加賀市では､ 職場に労働組合のない労働者 (未組織労働者) が石川県労働金庫から住宅資金を借り
入れる際､ 信用保証料の補給 (５年間) を行っています｡

３� 若年者のフリーター等がスキルアップのために行う訓練等に対し､ 支援金を交付します｡
４� 市内の母子家庭の母を短期雇用後､ 職業訓練を経て常用雇用に転換した事業主に助成を行っています｡

１. 羽咋市の融資制度
羽咋市では､ 市内中小企業者の経営安定及び事業資金として各種融資制度を行っています｡

１� 追認保証小口事業融資
商工会の会員または商工会の経営指導を受けている中小企業者であって､ 常時使用する従業員が

40人以内 (商業またはサービス業は10人以内) の小規模企業者であること｡
ただし､ 売上高が減少しているもので商工会が特に必要と認めたものは対象とし､ 県信用保証協会
の保証を受けたうえで貸し出しされています｡ 資金の使途は事業資金､ 限度額は１企業につき1,500
万円｡ 返済期間は運転資金５年以内､ 設備資金７年以内｡ 利率､ 返済方法､ 担保等は金融機関の定め
による｡

２� 中小企業経営安定資金
商工中金に出資している事業協同組合､ 商店街振興組合等及びその組合員で商工中金を通じて貸し
出しが行われ, 運転資金10年以内, 設備資金15年以内その他は金融機関の定めによる｡ 以上中小企業
の方々に対する融資制度がありますが詳細については､ 各金融機関､ 商工会へお問い合わせ下さい｡

２. 羽咋市の商工業振興にかかる助成制度
１� 羽咋市商工業振興条例 (市)
【助成対象要件】
① 工場等の設置……製造業や情報サービス業､ 先端技術産業､ 流通関連業､ 試験研究所の事業所を

新設または増設すること｡
投下固定資産の総額 (土地・家屋・償却資産) が5,000万円以上､ かつ常用従業員をあらたに５

人以上 (増設の場合は３人以上) 雇用すること｡
② 中小企業総合事業団法施行令に規定する高度化事業
【助成内容】
① 工場等の設置
ア� 新設 10人以上 投下固定資産の総額10％ (５～９人は５％)

上限２億円
増設 ５人以上 〃 ５％ (３～４人は2.5％)

イ� 新規地元雇用者数×50万円 (移転従業員は25万円) (上限2,000万円)
② 高度化事業 投下固定資産の総額×５％
③ あっ旋等の便宜供与

〈羽咋市の補助金・融資制度〉
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羽咋市 羽咋市商工

業振興条例 H4.3.25

○製造業､ 情報サービス業､ 先端技
術業､ 流通関連業学術若しくは開
発等研究又は試験を行う事業
○従業員 ５人以上

(増設３人以上)

補

助

金

○投下固定資産総額
新設 ５人以上10人未満 ５％

10人以上 10％
増設 ３人以上５人未満 2.5％

５人以上 ５％
(限度２億円)
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２� 羽咋市中心市街地起業家支援補助金制度
中心市街地において新たに創業する起業家の方に､ 創業にかかる経費や借入額に対して50万円を

限度に補助する｡ 申請される方は､ 創業開始前に羽咋市商工会経営指導員の指導を受けて創業計画書
を作成する必要がある｡
① 対象起業家 ①40歳未満の若年起業家

②女性起業家
③若年起業家または女性起業家が設立した１年未満の法人
④コミュニティビジネスの創業者 (NPO等を含む)

② 中心市街地 川原町､ 的場町､ 本町､ 旭町､ 島出町､ 中央町地内
③ 対 象 経 費 店舗改装費､ 空店舗・駐車場等の賃借料､ 広告宣伝費等の創業にかかる経費､ 借入

額
④ 補助金額 {創業にかかる経費の２分の１}＋{借入額の１％} (上限50万円)

３. 羽咋市経営支援融資
中小企業者の経営安定と振興のため､ 事業資金の融資を行っております｡
【ご利用いただける方】
① 羽咋市内に事務所を有し､ 原則として､ １年以上継続して､ 同一の事業を営んでいる方で､ 市税を
滞納していない者｡
② なお､ 最近３カ月間または６カ月間の月平均売上 (生産) 額が前年の同期の月平均売上 (生産) 額
に比して､ 一定割合以上減少しているなど､ 経済状況が依存する産業の活動の低下により大きな影響
をうけている方は､ 併せて利子補給金の交付を受けることも可能です｡
【ご融資額】１事業所当たり運転資金1,000万円以内､ 設備資金1,500万円以内
【返済期間】運転資金 ５年以内 ご希望により､ １年以内の据置もできます｡

設備資金 ７年以内 ご希望により､ １年以内の据置もできます｡
【融資利率】1.68％ ただし､ 毎年９月末日に利率を見直し､ 翌月より新利率を適用する｡
【担保保証人】取扱金融機関所定による｡
【信用保証】取扱金融機関所定による｡
ただし､ 信用保証協会の倒産関連別枠保証扱いを受ける場合は､ 信用保証制度に基づく認定等が必
要です｡
【返済方法】元金均等返済
【利子補給額】融資額の１％以内
【申込期間】平成18年３月31日まで
【受付窓口】
ア� 申込受付窓口は､ 取扱金融機関です｡
イ� 申込用紙及び倒産関連中小企業者の認定書用紙等は､ 市商工観光課・商工会及び取扱金融機関の
窓口にあります｡

ウ� 倒産関連業者の認定は取扱金融機関を通じて市商工観光課でいたします｡
エ� 申込用紙の記載要領は､ 市または商工会の窓口でもご相談に応じます｡
オ� その他､ 次の書類が必要となります｡
ア� 最近の決算書あるいは営業報告書 (直近のもの)
イ� 印鑑証明 (３か月以内)
ウ� 住民票または登記簿抄本 (法人)
エ� 倒産関連中小企業者の認定を受け､ 利子補給金を受けようとする方は生産額または取引額が減

����
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羽咋市 羽咋市商工
業振興条例 H4.3.25 ○投下固定資産額

5,000万円以上

補
助
金

○新規地元雇用者×50万円
移転従業員×25万円

(限度額2,000万円)

便
宜
供
与
○用地のあっせん等
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少していることを証するもの
オ� その他金融機関所定の書類

【取扱金融機関】北國銀行羽咋支店､ 北陸銀行羽咋支店､ 興能信用金庫羽咋支店､
のと共栄信用金庫羽咋支店

１� 中小企業等融資制度
白山市では､ 中小企業者の育成､ 勤労者の福祉増進及び雇用の拡大を図るため､ 各種の融資制度を設
けています｡

２� 中小企業優秀製品開発者表彰
市内に事業所を有する中小企業または団体において､ 新製品または加工技術を開発し､ 市内産業の振
興と高度化に貢献した個人､ 法人または団体を表彰します｡

３� 工場立地の促進に関する条例
本条例は､ 白山市における工場立地の促進を図るため､ 必要な助成措置を講ずるほか､ 工場立地の基
盤の開発及び整備並びに立地環境の保全を行い､ 雇用の確保と産業の振興に資し､ 市民の福祉の向上を
図ることを目的としています｡

４� 未組織労働者信用保証料補給制度
市内に居住する者 (住宅資金については､ 市内に居住しようとする者も可) が北陸労働金庫より融資
を受ける場合､ 石川県労働者信用基金協会の債務保証を受けることになるが､ その際の保証料を市が補
給する｡

５� 中小企業退職金共済制度加入促進助成金制度
市内に主たる事業所を有する中小企業者で､ 新規に中小企業退職金共済制度に加入する場合､ １年間
に限り共済掛金の20％ (限度額は､ 従業員１人当たり年額12,000円) を助成する｡

６� 国際見本市出展事業奨励金制度
市内中小企業者などが海外市場の開拓と企業の国際化のため､ 国際見本市等への自社製品を出展する
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対 象 地 区 工場立地法の規定により工場適地とされた本市内の地区及び市長が特に認める地区

助

成

金

助 成 対 象

１. 用地については､ 2,500㎡以上であること｡

２. 工場については､ 床面積1,000㎡以上で､ 用地取得後または賃貸開始後３年以内

に操業を開始するもので製造業､ 先端技術産業・同関連ソフト産業､ 試験研究開

発施設及び流通加工を伴う物流施設その他市長が特に認める事業であること｡

３. 操業時に従業員を10人以上有するものであること｡

４. 上記の１から３を満たす工場の操業開始前日90日から当該操業開始後１年まで

の間に､ 市内在住者を５人以上新規に雇用するものであること｡

助 成 内 容

１. 用地の取得及び造成に要した経費の５％以内で１億円を限度とする｡

(市長が特に認めるときは､ 10％以内で２億円を限度とする｡)

２. 工場の新増設に要した経費の５％以内で､ １億円を限度とする｡

３. 新規雇用市内在住者１人につき､ 50万円で1,000万円を限度とする｡

融

資

融 資 対 象

１. 用地については､ 1,500㎡以上の土地であること｡

２. 工場については､ 床面積500㎡以上で､ 用地取得後または賃貸開始後３年以内に

操業を開始するもので､ 製造業その他市長が特に認める事業であること｡

融 資 内 容

１. 用地の取得､ 造成及び工場の新増設に要する経費の２/３以内で５億円限度

２. 利率 1.70％ (平成17年４月１日現在) 利率は変更することがあります｡

３. 融資期間 10年以内 (うち据置２年以内)
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場合､ 対象経費の１/２以内 (限度額30万円) で奨励金を交付する｡
７� 国際規格取得支援事業費補助制度
国際標準化機構が定めるＩＳＯ9000シリーズ､ 14001の認証取得に係る経費に対して､ 30万円を限

度に補助し､ 市内中小企業者の競争力向上を支援する｡
８� 中小企業設備投資促進助成金制度
市内に事業所を有する中小企業において､ (社) 石川県鉄工機電協会の ｢延払による機械設備貸与制

度｣ 及び (財) 石川県産業創出支援機構の ｢設備貸与制度｣ の設備貸与を受ける場合､ ３年間に限り､
その貸与料の一部を助成することにより､ 設備投資意欲の向上を図る (対象業種は､ (社) 石川県鉄工
機電協会の ｢延払による機械設備貸与制度｣ の対象業種と同一とする)｡

９� 育児休業代替要員確保等助成金交付事業
育児を行う労働者が安心して育児休業を取得しやすく､ 職場復帰しやすい環境づくりの一環として､
市内に居住する代替要員を確保し､ さらに市内の育児休業取得者を原職等に復帰させた市内の事業主に
対して､ 助成金を交付する｡�10 緊急雇用促進奨励金制度
市内居住の解雇､ 倒産等､ 非自発的理由で離職を余儀なくされた者､ または公共職業訓練等を受講し
た中高年齢者を常用労働者として雇い入れた市内に事業所を有する事業主に対し､ 奨励金を交付する｡�11 融合化開発促進事業支援助成金制度
異分野の中小企業者がそれぞれの技術､ 知識を一体的に活用することにより､ 新製品の研究開発､ 新
規事業分野を開拓する異業種グループに対して､ 20万円を限度に助成する｡

１. 商工業振興助成制度
工業適地等において用地を取得し､ 工場等の新設または増設にかかる投資額の５％ (上限１億円) を
助成｡
助成要件
・取得用地1,500平方メートル以上
・投資額5,000万円以上
・常時雇用従業員５人以上
・取得から３年以内に操業すること

２. 国際標準化機構規格認証 (ISO) 取得支援制度
ISO9000または14000シリーズの認証取得にかかる審査登録料に対し50万円を上限に助成｡ ただし事

業者につき１回｡
３. 中小企業新製品開発等奨励制度

石川県中小企業技術交流展・機械工業見本市 (MEX 金沢)・いしかわ情報システムフェア (e-messe
kanazawa) に出展し､ 一定の技術的評価を受けた製品に対し奨励金を交付する｡

【問い合わせ先】かほく市 産業建設部 商工観光課 TEL 076-281-3922

１. 制度融資
１� 経営安定支援
① 中小企業季節資金融資
市内に事業所を有し､ １年以上引き続き同一の事業を営んでいる｡ 市税を完納した中小企業者で､
夏季分は6/1～8/31､ 冬季分は11/1～12/31まで取り扱う｡
資金使途：夏季・年末の運転資金

�
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限 度 額：5,000千円
期 間：６か月以内 夏季は6/1～8/31まで､ 冬季は11/1～12/31まで取り扱う｡
利 率：1.65％ (年)
担保・保証人：金融機関所定の取扱い
② 商工会青年部特別融資

商工会青年部員で申込時前に１年間の青年部事業への参加率が50％以上で､ 青年部在籍期間が
１年以上あること｡
資金使途：事業資金
限 度 額：2,000千円
期 間：３か年 (部員資格喪失時には一括返済)
利 率：2.9％ (年)
担保・保証人：金融機関所定の取扱い
③ 商工業不況対策資金特別融資
長期にわたる不況で､ 経営に大きな影響を受けた市内に住所・事務所を有し､ １年以上同一の事
業を経営する企業で､ 最近３か月間の平均売上額が前～３年前の同期に比して減少し､ 市税に滞納
がない者
資金使途：運転資金
限 度 額：10,000千円
期 間：７か年 (２年の据置期間有)
利 率：2.1％ (年) 付保の場合は1.6％
担保・保証人：金融機関所定の取扱い
④ 商工業経営安定資金融資
市内の住所・営業所を有する商工業者で､ 同一の事業を引き続き１年以上経営し､ 融資委員会が
審査し､ 適格と認めた者
資金使途：事業資金
限 度 額：8,000千円 (運転資金) 10,000千円 (設備資金)
期 間：５か年 (１年の据置期間有) ７か年 (１年の据置期間有)
利 率：3.0％ (年) 固定金利
担保・保証人：保証人は原則２名 (借入者及び保証人は市税に滞納のない者に限る)
⑤ 商工業緊急支援融資
経済環境の変化を受け､ 最近３か月の月平均売上額が前年同期に比して減少したと商工会が認め
た､ 市内に主な事務所・事業所を有し､ １年以上同一の事業を経営する中小企業者とその組合｡
資金使途：事業資金
限 度 額：10,000千円
期 間：５か年 (１年の据置期間有)
利 率：2.1％ (年)
担保・保証人：金融機関所定の取扱い

２� 特定目的事業支援
① 観光施設整備資金融資
１年以上同一の事業を経営し､ 市内に観光客を対象とした設備を有し､ 過去３年間市税を完納し､
市の観光開発の施策に従って施設設備の整備を行う者｡
資金使途：事業資金
限 度 額：250,000千円
期 間：５か年 (１年の据置期間有)
利 率：5.0％ (年)
担保・保証人：金融機関所定の取扱い

石川県信用保証協会保証→金融機関の付保申し出による
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② 九谷焼業経営安定支援融資
市内で１年以上九谷焼上絵業を営み､ 長期の不況で経営の安定に支障があり､ 市税を完納してい
る者 (九谷焼上絵協同組合に対し融資したものを転貸する)
資金使途：事業資金
限 度 額：20,000千円 (協同組合) 1,000千円 (組合員)
期 間：５か年 (２ケ月の据置期間有)
利 率：2.1％ (年)
担保・保証人：組合及び金融機関所定の取扱い 保証人：組合役員全員

３� 労働関係
① 住宅建設資金融資
市内に在住する者及び市内への転入希望者で自己の家を市内で新築 (購入) または､ 増築及び公
営住宅を譲り受けようとする者｡
資金使途：住宅資金
限 度 額：5,000千円 (新築) 2,000千円 (増築) 公営住宅の譲受者は譲受金額の50％以内
期 間：20か年
利 率：変動金利 (実行時長期プライムレート)
担保・保証人：担保有､ 保証人２名以上
② 勤労者生活安定小口資金融資
市内に１年以上在住し､ かつ同一事業所に引き続き勤務し､ 市税を完納して､ 扶養者を有する者｡
資金使途：生活資金
限 度 額：1,000千円
期 間：３か年
利 率：2.9％ (年)
担保・保証人：北陸労金所定の取扱い
③ 勤労者育児休業資金融資
育児・介護休業制度を導入している事務所に勤務し､ 育児休業中で､ 期間終了後に復職すること
が確実で育児休業に係る他の公的資金を利用せずかつ償還能力を有する連帯保証人を１名以上つけ
られる者
資金使途：生活資金
限 度 額：1,000千円
期 間：５か年 (１年) 融資額が500千円以下の場合は３か年 (１年)
利 率：1.40％ (年)
担保・保証人：北陸労金所定の取扱い､ 連帯保証人は１名以上

２. 補助・助成・奨励金
１� 特定目的事業支援
① 環境保全資金補助金
市内で１年以上引き続き同一の事業を営み､ 自己資金での公害防止施設の設置または改善が困難
な市税を完納した中小企業者が上記目的で借入を行った場合
資金使途：設備資金
限 度 額：500千円
交 付：資金の貸付を受けた日から５か年の期間
② 産業振興奨励補助金

市内に工場､ 事業場の設置を奨励するため､ 新たに投資した固定資産の課税標準額が5,000万円
以上となる企業に対して助成します｡
ア� 対象者
市内で事業を営んでいる者及び新規事業者で､ 新たに投資した固定資産の課税標準額が5,000

万円以上となる企業｡ ただし､ 次に掲げるものは対象とならない｡

�������
�
�
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１� 市税を滞納しているもの
２� 公害発生の原因となるもの若しくは地域に不利益を与えるもの
３� 市長が特に適用の必要性を認めないもの

イ� 対象資産
土地､ 建物及び償却資産

ウ� 補助金額
当該固定資産の課税標準額の１％ ただし､ １企業につき1,000万円を限度

エ� 申請時期
当該固定資産税を課することとなった年度末

オ� 申請先
商工観光課

③ 国際標準化機構規格認証取得支援補助金
ISO9000､ ISO14000品質・環境システムで審査登録機関に認証登録を受けた市内に事務所のあ

る企業
資金使途：設備資金
限 度 額：500千円
交 付：認証時の１回のみ
④ 九谷焼後継者定着化支援資金補助金
九谷上絵協同組合､ 石川県九谷窯元協同組合とその他市長が認定する者で県立九谷焼技術研修所
卒業生 (原則として新卒) を新たに雇用する九谷焼製造者
資金使途：事業資金
限 度 額：30千円 (月額)
交 付：最初の給与支払から２年間の期間

２� 労働関係支援
① 中高年齢者等職業訓練奨励金

公共職業訓練施設に入校を許可された日まで市内に１年以上居住する45～65才までの者か､ 身
体障害者手帳か療育手帳か精神障害者手帳を所持する者
資金使途：生活資金
限 度 額：50千円 (訓練期間が６～12ケ月未満)

100千円 (訓練期間が12ケ月以上)
交 付：１回限り

３� 経営安定支援
① 経営支援特別対策助成金
中小企業基本法第２条に規定する中小企業者で市内の金融委員会で借入承認のあった石川県経営
安定資金 (一般分) を利用した市税を完納した者
資金使途：運転資金
限 度 額：予算の範囲内
交 付：年１回限り
関連制度：石川県経営安定支援融資 (一般分)

４� 機械設備貸与支援関係
① 中小企業設備投資促進助成金
市内で１年以上同一事業を営んでおり､ 石川県鉄工機電協会の延払による機械設備貸与制度の設
備貸与を受ける市税の滞納がない者
資金使途：設備資金
限 度 額：500千円 (１企業につき１年度分)
交 付：貸与を受けた日から３か年の期間
関連制度：石川県鉄工機電協会の延払による機械設備貸与
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５� 構造改革支援関係
① 地域商工業活性化資金補助金
市内に事務所を有し､ 事業を営む中小企業者及びその組合と小売販売業者で石川県地域商工業活
性化融資制度の一般分か企業活性化分の融資を受ける者
資金使途：事業資金
限 度 額：1,000千円 (１企業につき１年度分)
交 付：融資を受けた年から一般分は３か年､ 企業活性化分は５か年の期間
関連制度：石川県地域商工業活性化融資 (一般分と企業活性化分)

６� 近代化支援関係
① 小売商業近代化支援補助金
食料､ 衣料､ 日用､ 文化､ 身の回り､ この他に市長の定めるもので小売販売業を営み､ 施設・設
備の改善の投資額が300万円以上となる中小商店とその組合
資金使途：事業資金
限 度 額：700千円
交 付：工事が完了した当該年度
② 商店街並びに商店近代化支援補助金
食料､ 衣料､ 日用､ 文化､ 身の回り､ この他に市長の定めるもので小売販売業を営み､ 店舗改装
(内部のみの改装も含む) 店内備品､ 駐車場､ アーケード､ 商店街の共同施設の他に､ 市長が商店
経営の近代化・合理化に特に必要と認めたものについて石川県小口事業資金融資､ 石川県地域商工
業活性化融資を借入した者
資金使途：事業資金
限 度 額：予算の範囲内
交 付：貸付を受けた日から３か年の期間
関連制度：石川県小口事業資金融資､ 石川県地域商工業活性化融資

７� 活性化支援関係
① 商店街活性化支援補助金
新たに空き店舗を小売業､ 飲食またはサービス業の店舗として長期的活用する事業か､ 商店街の
イメージアップにつながるイベントや環境整備事業等を行おうとする中小小売業者とその団体
資金使途：事業資金
限 度 額：2,000千円 (小売業､ 飲食またはサービス業)

600千円 (イベント)
1,000千円 (環境整備)

交 付：事業が完了した当該年度
８� 信用保証料支援関係
① 商工業振興資金信用保証料補助金
市内で１年以上同一事業を営んでおり､ 石川県小口事業資金を借り受けようとする市税を完納し
た個人､ または法人の中小業者
資金使途：事業資金
限 度 額：事業者負担額 (借り換えの場合は､ 借り換え前と後の差額)
交 付：借り受けした年度ごと
関連制度：石川県小口事業資金

３. 企業誘致助成制度
市の補助制度 (能美市工場立地補助金)
ア� 対象地区
ア� 工場立地法の工場適地
イ� 市長が特に認める地区
１� 能美市 (能美市土地開発公社) が造成した工業団地及び工業用地

����
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２� 都市計画法に規定する工業専用地域､ 工業地域及び工場等の立地に配慮した特別工業地区､
都市計画法第34条第１項第10号口により開発許可のされた地区､ 旧辰口町地域のいずれかの
地区・地域においては､ 市長が事業規模等を考慮し､ 特に認める地区

イ� 対象業種
１ 製造業
２ 先端技術産業同関連ソフトフェア産業
３ 物流関連産業
４ 試験研究開発施設
５ 市長が特に認めたもの

ウ� 操業期間
・用地取得から３年以内

エ� 補助率及び限度額

石川県の補助金 (市助成制度と併用可)
１ 創造的産業等立地促進補助金
リンク先：http://www.pref.ishikawa.jp/kigyo/prefer/p01.html
２ 雇用拡大関連企業立地促進補助金
リンク先：http://www.pref.ishikawa.jp/kigyo/prefer/p01.html
３ いしかわサイエンスパーク研究所等立地促進補助金
※２との重複適用はできない｡
リンク先：http://www.pref.ishikawa.jp/kigyo/prefer/p01.html
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補
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額

規模等 土地取得費及び造成費 建設費及び機械設備費

用地取得面積 1,000㎡以上5,000㎡未満
工場等延床面積 300㎡以上1,500㎡未満
常時雇用者 ５名以上

20％以内
限度 １千万円

５％以内
限度 １千万円

用地取得面積 5,000㎡以上
工場等延床面積 1,500㎡
新規雇用者 10名以上

20％以内
限度 ２億円

５％以内
限度 ２億円
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■中小企業施策全般に関する問い合わせは中小企業庁広報室までどうぞ｡
中小企業庁広報室 TEL：03-3501-1709 (直通)

■ホームページにおいて中小企業施策や最新情報などを提供していますのでご利用下さい｡
ホームページ http://www.chusho.meti.go.jp

■中小企業施策情報のメール配信サービス ｢e-中小企業ネットマガジン｣ を無料で提供しています｡
同ホームページからお申し込みいただけます｡

■中小企業相談官が､ 中小企業施策や経営に関する相談などにお答えします｡
中小企業庁中小企業相談室 TEL：03-3501-4667 (直通)
中部経済産業局中小企業課

■経済産業局

■独立行政法人中小企業基盤整備機構 (http://www.smrj.go.jp/)
本部 TEL：03-3433-8811 (高度化融資､ J-net21､ 支援センター等)
共済相談室 TEL：03-3433-7171 (倒産防止共済､ 小規模企業共済)
地域連携推進グループ 地域・連携支援課 TEL：03-5470-1533
北陸支部 中小企業・ベンチャー総合支援センター TEL：076-223-5761

■がんばる中小企業 ｢なんでも相談ホットライン｣ (http://www.smrj.go.jp/)
中小企業基盤整備機構では全国９ケ所にある中小企業・ベンチャー総合支援センターに､ 中小企業の
方が気軽に経営相談等をする電話相談窓口 (ホットライン) を開設しています｡
ホットラインは､ 全国どこからかけても最寄りのセンターにつながります｡ (通話料は発信者側の負
担となります)
TEL：0570-009111 (受付時間：平日 午前９時～午後５時)

■新連携支援地域戦略会議事務局
北陸 TEL：076-223-6100
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〈問い合わせ先一覧〉

部 課 名 電 話 番 号 URL
中部経済産業局

http://www.chubu.meti.go.jp

産 業 部

中小企業課 052-951-2748 (直)
産業振興課 052-951-0520 (直)
流通・サービス産業課 052-951-0597 (直)
商業振興室 052-951-0597 (直)
製造産業課 052-951-2724 (直)

地域経済部

国際課 052-951-4091 (直)
情報政策課 052-951-0560 (直)
新規事業室 052-951-2761 (直)
産業技術課 052-951-2774 (直)
特許室 052-223-6604 (直)
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■政府系金融機関

■石川県中小企業担当課

■石川県中小企業支援センター (http://dgnet.isico.or.jp/index.phtml)
(財) 石川県産業創出支援機構 076-267-1244

■中小企業再生支援協議会
石川県中小企業再生支援協議会 TEL：076-267-1189

設置主体： (財) 石川県産業創出支援機構

■石川県工業試験場 (http://www.irii.go.jp)
TEL：076-267-8081

■県内各市
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最寄りの窓口

機 関 名 電 話 番 号 URL
商工組合中央金庫 03-3246-9366 (広報室相談センター) http://www.shokochukin.go.jp/

中小企業金融公庫
03-3270-1260 (東京相談センター)

http://www.jasme.go.jp/052-551-5188 (名古屋相談センター)
06-6345-3577 (大阪相談センター)

国民生活金融公庫
03-3270-4649 (東京相談センター)

http://www.kokukin.go.jp/052-211-4649 (名古屋相談センター)
06-6536-4649 (大阪相談センター)

全国信用保証協会連合会 03-3271-7201 (業務企画部) http://www.zenshinhoren.or.jp/

機 関 名 電 話 番 号
商工組合中央金庫金沢支店 営業企画課 076-221-6141
中小企業金融公庫金沢支店 076-231-4275
国民生活金融公庫金沢支店 融資第一課 076-263-7191
国民生活金融公庫小松支店 0761-21-9101

石川県信用保証協会 業務部経営支援室
保証一課 金沢地区
保証二課 加賀地区
保証三課 能登地区

076-222-1522

部 課 名 電 話 番 号
石川県商工労働部産業政策課 076-225-1511
石川県商工労働部経営支援課 076-225-1521

市 名 部 局 課 名 電話番号

金 沢 市
産業局 商業振興課

工業振興課
労働政策課

076-220-2193
076-220-2205
076-220-2199

七 尾 市 産業部 産業政策課 0767-53-8423
小 松 市 経済部 商工振興課 0761-24-8074
輪 島 市 産業経済部 商工業課 0768-23-1147
珠 洲 市 商工観光課 0768-82-7776

市 名 部 局 課 名 電話番号
加 賀 市 地域振興部 観光商工課 0761-72-7900
羽 咋 市 商工観光課 0767-22-1118
白 山 市 産業部 商業振興課 076-274-9542
かほく市 産業建設部 商工観光課 076-281-3922
能 美 市 産業建設部 商工観光課 0761-55-8509


